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本日御議論いただきたい事項

対象だけでいいかは、今後の議論次第であるが、まずは対
象だけの方向で作成

論点 検討すべき内容

➀対象 ・具体的な対象
・CO2を排出する供給力や調整力の取扱い

②募集量 ・募集量の設定方法

③リードタイムの考慮 ・運転開始までのリードタイムの考慮方法

④入札価格の在り方 ・初期投資額の取扱い
・制度期間中に発生する運転維持費や大規模修繕の取扱い
・長期間に渡る他市場収益をどのように考慮すべきか

⑤調達方式 ・どのような方法で調達する供給力や調整力を決定するか

⑥制度適用期間 ・設備の耐用年数と制度適用期間の関係の考え方

⑦上限価格 ・上限価格の設定方法

⑧調整係数 ・長期間にわたる調整係数の設定方法

⑨拠出金の負担者 ・負担者と負担計算方法の考え方

⑩リクワイアメント・ペナルティ ・参入障壁とのバランスの考慮

⑪現行容量市場との関係 ・現行容量市場と制度措置案の統合的な設計の在り方

⚫ 電源の新規投資の促進のため、新規電源投資について長期間固定収入を確保する仕組み（以
下「本制度措置」という。）について、今後検討を深めるべき論点のうち、「④入札価格の在り方」、
「⑤調達方式」、「⑥制度適用期間」、「本制度措置の運営主体」について、前々回の会合でお示
しした検討の視点の例を踏まえ、御議論いただきたい。

持続可能な電力システム構築小委員会
第二次中間とりまとめ（2021年8月）より抜粋し赤枠を追加



（参考）本制度措置の概要
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第13回持続可能な電力システム構築小委員会
（2021年12月3日）資料3



（参考）検討の視点（例）

⚫ 前頁の各論点を検討するに当たり、例えば、以下の視点について、どのように考えるか。

（供給力確保・脱炭素化と経済性）
✓ 供給力の確保・脱炭素化と経済性の両立をどのように図るか。例えば、短期的により多くの電源を
調達したり、脱炭素化の基準をより厳しくしたりすると、電源間の競争圧力が低下し、結果的に全
体の経済性が低下する可能性について、どのように考えるか。

（供給力確保と脱炭素化）
✓ 供給力の確保と脱炭素化の両立をどのように図るか。例えば、短期的な供給力の増加には必ずし
も寄与しない一方、2050年のカーボンニュートラルを目指す中で、中長期的な供給力確保に欠か
せない既設電源の脱炭素化投資について、どのように考えるか。

（投資の予見性確保と経済性）
✓ 投資の予見性を確保するためには、将来的なリスク要因を最大限排除することが望ましい一方、リ
スクゼロの仕組みを目指すことが経済性の低下につながる可能性があることについて、どのように考え
るか。また、長期に及ぶ電源投資・回収期間中のあらゆるリスク要因をあらかじめ排除することは現
実的でない中、制度運用に一定の柔軟性を持たせることについて、どのように考えるか。

（制度全体の効率性）
✓ 運用面を含めた制度全体の効率性向上のためには、できる限り個別ルールを排除したシンプルな制
度とすることが望ましい一方、異なる特性を有する電源間の競争促進により効率性を高める観点か
ら、各電源の特性に応じた個別ルールを設定することについて、どのように考えるか。
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第60回制度検討作業部会
（2021年12月22日）資料5



１. 入札価格の在り方
２. 調達方式
３. 制度適用期間
４. 本制度措置の運営主体
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（参考）前回事務局資料
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第61回制度検討作業部会
（2022年1月21日）資料4



⚫ これまで本制度措置について検討してきた「持続可能な電力システム構築小委員会」においてご議
論いただいていた通り、電源投資を安定的に確保する観点からは、 「将来収入のダウンサイドリスク
への対応が課題」。

⚫ このため、これに密接に関連する「他市場収益」の取り扱いから、検討することとしてはどうか。

他市場収益の取り扱いについて
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第7回持続可能な電力システム構築小委員会
（2020年10月16日）資料3
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他市場収益の取り扱いについて（設定主体）

⚫ 現行の容量市場では、入札を行う事業者自身が、４年後の１年間の市場価格を予想し、他市場
収益を見積もることとされている。

⚫ 一方で、本制度措置は、入札後、電源の建設期間を経て、運転開始後、複数年間の容量支払い
を受けることとなるため、こうした将来かつ長期間における市場価格の予想や精度の高い他市場収
益の見積もりは、極めて困難である。

⚫ 本制度措置は新規投資案件のみを対象としており、落札できなければ投資を行わない判断が可能
である。このため、仮に、現行の容量市場と同様に事業者自身が他市場収益を見積もる場合、入
札を行う事業者は、現行容量市場よりも保守的な入札（他市場収益を低く見積もった入札）を
行う可能性が高く、ひいては国民負担の増大につながるおそれがある。

⚫ このため、他市場収益は事業者が見積もるのではなく、制度側で設定することが適切ではないか。

入札 １年間の容量支払い

実需給年度
（X年）

入札年度
（X-4年）

複数年間の容量支払い
（制度適用期間）

入札

運転開始
年度

入札
年度

電源種毎に
建設期間
を考慮

現行の容量市場 本制度措置

他市場収益の見積もり期間
４年後の１年

他市場収益の見積もり期間
数年後からの複数年



⚫ 他市場収益を制度側で設定する場合、大別して「設定方法①：他市場収益を電源種毎に一定
額に設定する方法」と「設定方法②：他市場収益を全電源種一律に０に設定する方法」が考え
られるのではないか。
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他市場収益の取り扱いについて（設定方法の選択肢）

固定費 可変費

入札額
制度側で設定する他市場収益
（電源種ごとに一定額に設定）

（設定方法①）
他市場収益を一定額に設定する方法

（設定方法②）
他市場収益を０に設定する方法

固定費 可変費

入札額
※

制度側で設定する他市場収益
（０）

（参考）過去の会合で頂いた御意見
・長期的な電源投資におきましては、調整力市場など、他市場収益に対する予見性というのは決して高くはないのかなと考えますと、入札価格の設定において他
市場収益を反映するといった、そういった方法だけでは、将来的にキロワットやΔキロワットを有するようなそういった電源の確保というのは保証できないのではないか
という、そういった懸念を持ちました。
・長期的な将来の他市場収益を一定の確度で見込むことは相当ハードルが高く、ある程度確度高く見込めない場合は投資に繋がらないため、今後慎重な議
論が必要。

電源種A
の入札案件

固定費

入札額

電源種B
の入札案件

固定費

入札額

電源種A
の入札案件

電源種B
の入札案件



⚫ 設定方法①については、具体的には、次スライド（参考）のような設定方法が考えられるところ。

⚫ また、仮に次スライドのように制度側で他市場収益を設定し、それに基づいて事業者が入札を行う場
合、実際の他市場収益が小さくなる可能性があるが、これを事業者自身のリスクとすると投資回
収の予見性確保につながらないため、収入の長期的な予見性を付与する観点から、その差分（制
度側で設定した他市場収益ー実際の他市場収益）は制度で補填する必要があるのではないか。

※ただし、合理的な発電行動を行わないことで実際の他市場収益が小さくなる場合には、補填を行わないこととすべきではないか。

⚫ 逆に、実際の他市場収益が大きくなった場合は、稼働インセンティブに配慮しつつ、一定の還付が必
要ではないか。
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他市場収益の取り扱いについて（設定方法①の具体的内容）

費用 固定費 可変費費用 固定費 可変費

入札額
（本制度からの固定収入）

実績収入 ※

＜還付が生じるケース＞

事後的な還付

実績収入

＜補填が生じるケース＞

事後的な補填

実際の他市場収益実際の他市場収益

実際の卸市場等からの収入 実際の卸市場等からの収入

入札額
（本制度からの固定収入）

※ ※制度側で設定する他市場収益
（一定額）

※制度側で設定する他市場収益
（一定額）



⚫ 設定方法①の場合、発電する(1)容量市場以外の他市場の予想価格と、(2)電源毎の可変費
の設定が必要。

⚫ (1)他市場の予想価格は、将来の10年超もの価格水準を合理的に見込むことは極めて困難であ
るため、過去数年間の実績を参照する方法が考えられるのではないか。

➢ 具体的には、例えば、kWh市場は、直近3年間の30分コマ別のスポット市場価格を、非化石価値取引
市場や需給調整市場は、直近３年間の加重平均価格を参照することが考えられるのではないか。

➢ ただし、足下2年間はスポット市場価格が高騰している中で、入札のタイミング次第で、制度側で設定する
他市場収益が大きく変動しうるといった課題が存在するのではないか。

⚫ (2)可変費は、入札電源の可変費を用いることが自然だが、再エネ（バイオマスを除く）の可変費
は0である一方で、可変費のある電源については、その燃料価格の予測が困難であることから、発電
コスト検証における可変費を参照する方法が考えられるのではないか。

➢ ただし、揚水の可変費はポンプをくみ上げるために活用する電力の価格に相当し、蓄電池の可変費は系統
側から吸い込む電力の価格に相当するが、その価格は一意に設定することが困難であるため、こうした電源
種については可変費の設定についてどのように考えるか。

⚫ その上で、「(1)のスポット市場価格＞(2)の可変費」となるコマを稼働とみなして、当該コマに非
化石価値収入を加算して、機械的に他市場収益を設定する方法が考えられるのではないか。

➢ ただし、可変費が小さい電源は、過大な設備利用率となってしまうため、発電コスト検証における設備利用
率を超えてしまう電源種は、発電コスト検証における設備利用率に換算する必要があるのではないか。

➢ また、kWhをスポット市場で取引するか、需給調整市場で取引するかは、実際には電源毎に判断されるた
め、需給調整市場からの収益を制度側で設定する他市場収益に反映することは困難である点についてど
のように考えるか。
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（参考）設定方法①の具体的内容



収入 費用 差し引き

日付 時間 コマ

販売単価

(円/kWh)

可変費

(円/kWh)

①－②

(円/kWh)

4月1日 0:00～0:30 1 10 8 2

0:30～1:00 2 7 8 -1

1:00～1:30 3 11 8 3

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

9月30日 17:00～17:30 34 15 8 7

17:30～18:00 35 16 8 8

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

3月31日 23:30～24:00 48 5 8 -3

（参考）設定方法①による他市場収益の設定イメージ

③②①

①直近３年間の
コマ別スポット平均価格

②発電コスト検証
における可変費

④ 計算上の設備利用率：Ｘ％

※Ｘ＝③が０以上のコマ合計 ÷全期間の全てのコマ合計

⑤入札時の他市場収益（円/kW）

＝Σ(a※1+非化石価値価格)×1/2※２×b※３

※１ 「③＞0」となるコマの③の値
※２ 30分コマ毎の計算のため
※３ 可変費が小さい電源は、Xが過大な設備利用率とな

るため、発電コスト検証における設備利用率
（Y％）に換算するべく、以下のbを乗じる
X≧Yの場合：b=Y/X
X<Yの場合：b=1

（参考）2030年の電源別発電コスト試算（令和3年9月発電コスト検証より）
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⚫ 設定方法②の場合、入札を行う事業者は、固定費ベースでの入札を行うこととなる。

⚫ この場合、運転開始後、実際の他市場収益を事業者の利益としてしまうと、事業者は、収入のダ
ウンサイドリスクの手当がされる一方で、収入のアップサイドは制限なく享受することが可能となり
不適切であるため、稼働インセンティブに配慮しつつ、一定の還付が必要ではないか。
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他市場収益の取り扱いについて（設定方法②の具体的内容）

費用 固定費 可変費

入札額
（本制度からの固定収入）

実績収入

事後的な還付

実際の他市場収益

※制度側で設定する他市場収益
（０）

実際の卸市場等からの収入



設定方法①：他市場収益を一定額に設定 設定方法②：他市場収益を０と設定

内
容

⚫ 入札時は、制度側で設定した他市場収益を控除
して、応札を行う。

⚫ 入札時に制度側で設定した他市場収益（A）と、
実際の他市場収益（B）について、「A＞B」の場
合は差額分を補填し、「A＜B」の場合は稼働イン
センティブに配慮しつつ、差額分の一部を還付させ
る。

⚫ 入札時は、他市場収益を０として、応札を行う。

⚫ 運転開始後、稼働インセンティブに配慮しつつ、実
際の他市場収益の一部を還付させる。

評
価

○ 合理的な他市場収益の設定を行うことが出来れば、
固定費の大小に依らない競争となるため、公平な
競争となりやすい

△ 制度側で設定する他市場収益の設定が複雑とな
り、その設定に当たっての前提条件の設定が困難
（他市場の予想価格を過去実績とした場合、入札のタイミング次第
で、制度側で設定する他市場収益が大きく変動しうる。一部の電源
種は可変費の設定が困難。等）

△ 補填を行わないケース（合理的な発電行動を行
わないことで実際の他市場収益が小さくなった場
合）の判断が困難

○ 入札時の他市場収益の見積りが不要で、シンプル
な設計となる

△ 固定費が小さく可変費が大きい電源が有利となる
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他市場収益の設定方法①・②の評価

⚫ 設定方法①・②の評価は以下の通り。その他、各設定方法に関して、考えられる評価や留意すべき
点はあるか。



⚫ 他市場収益の設定方法に関しては、設定方法①・②いずれの場合も、以下のような論点が存在。

➢ 実際に還付や補填をする場合における、他市場収益（卸市場等からの収益など）及び可変
費の考え方

➢ 実際に還付をする場合における、（稼働インセンティブに配慮した）一定の還付割合の考え方

⚫ 他市場収益の設定方法については、検討の視点（例）（4頁参照）として挙げられている以下の
観点や本日いただいたご意見も踏まえ、上記の各論点や上限価格の設定方法などと共に、次回以
降具体的に検討を進めることとしてはどうか。

➢ 投資の予見性確保を図りつつ、制度運用に一定の柔軟性を持たせる観点

➢ 制度全体の効率性向上のため、できる限り個別ルールを排除したシンプルな制度設計とする観
点

➢ 異なる特性を有する電源間の競争促進により効率性を高める観点
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他市場収益の取り扱いについて（検討を今後深めるべき論点）



１. 入札価格の在り方
２. 調達方式
３. 制度適用期間
４. 本制度措置の運営主体
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調達方式について

⚫ 落札電源を決定する調達方式は、「価格競争方式」や「総合評価方式（価格面のみならず性能
等を含めた評価）」が考えられる。本制度措置の目的や運用面を含めた制度全体の効率性向上の
観点から、いずれの調達方式を採用すべきか。
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（参考）過去の会合で頂いたコメント

第11回持続可能な電力システム構築小委員会（2021年5月19日）
・オークション方式と整理されている箇所については、本来の問題の設定からすると、調達方式ではないか思います。オークションで取ってくる
というのは、非常に重要な、自然で最初に考えるべきメインの発想だとは思うのですが、これは普通にシングルかマルチかという、そんな問題
だけではなくて、例えば総合評価方式で取るだとか、あるいは１件１件審査して、一定の上限量、あるいは一定の上限金額に到達する
まで審査の上取るという格好にする、いろんなやり方があり得ると思います。調達方式という格好で間口を広げた上で、それでオークションを
するとすれば、それはシングルプライスかマルチプライスかという問題設定とすべきだと思いました。

第60回制度検討作業部会（2021年12月22日）
・確実な供給力を確保するための追加的な手当てが必要となるその量を認識した上で、電源種によってはキロワットに長けたものやΔキロ
ワットに長けたもの、またその両方に適用できるものがございますので、技術開発や競争の促進を妨げることなく、必要となる供給力や調整
力が適切に確保される措置を考える必要があると思っています。そういった意味では、必ずしもシングルプライスオークションに限らず、各電
源種が持つ価値に着目して、複合的な評価で決めていくというようなやり方もあるのではないかと思いました。

⚫ 入札資格要件や保証金の
設定等を前提とした上で、
「価格競争方式」を採用。

FIT制度における入札
（事業用太陽光、陸上風力、バイオマス）

⚫ 「価格競争方式」 と「総合評価方式」
の選択制。

（理由）価格要素を８割以上としているが、運
転開始時期の調整や、通告変更期限の弾力
性、燃料調達の確実性、事業継続の確実性な
どの非価格要素も含めて評価することが可能。

みなし小売電気事業者による
火力電源入札

⚫ 「総合評価方式」を採用。

（理由）公共工事の品質が工事等の受注者
の技術的能力に負うところが大きいこと、個別
の工事により条件が異なること等の特性を有す
ることに鑑み、経済性に配慮しつつ価格以外の
多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合
的に優れた内容の契約がなされることにより、確
保されなければならない。(第三条二項 抜粋)

公共工事における入札
(公共工事の品質確保の促進に関する法律)



調達方式について

⚫ 本制度措置は、制度適用期間を複数年とする一定程度大規模な投資を想定したもの。

⚫ このような観点を踏まえれば、入札の実施にあたっては、事業の実施能力や事業継続の確実性を担
保する観点が重要ではないか。

⚫ こうした観点を担保する方法としては、総合評価方式や価格競争方式をベースとした上で以下のよう
な方法も考えられる。

➢ 事業計画の提出を求め、一定の条件に満たないものは入札資格を与えない方法

➢ FIT制度での入札などのように、入札時に保証金を徴収し、認定取得に至らない案件は保証金
を没収する方法

⚫ また、

➢ 本制度は様々な電源種混合の競争入札制度であり公平な評価方法を策定することは難しい
面もあること

➢ 長期、安定的かつ効率的な発電事業の実施の多くの要素は最終的には価格に反映されること

➢ 現行容量市場同様にリクワイアメントを通じて電源の稼動を担保することを想定していること

などを踏まえれば、事業の実施能力や事業継続の確実性を担保するため入札資格要件や保証金
の設定等の検討を行っていくことを前提として、制度全体の効率性向上の観点から、まずは 「価格
競争方式」からスタートすることとしてはどうか。
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（参考）FIT制度における入札

19
出所：入札実施要綱（太陽光発電）2021年度

⚫ FIT入札では、適正な入札の実施や、落札者の確実な事業実施を担保するため、保証金の支払
いや事業計画の提出を求めている。

(参考)FITの第一次保証金没収事由
• 入札参加資格審査用の事業計画に虚偽記載をした者の入札等
• 入札後、結果公表までの間に、入札参加資格基準へ不適合
• 落札後、期限までに第二次保証金の全額提供がなかった場合
→ 全額没収

(参考)FITの第二次保証金没収事由
• 事業中止、大幅な出力減少(20%以上)、出力増加、事後的な

蓄電池併設、設置場所の変更、認定取得期限までの認定取得
なし、保証書の効力消滅、談合等の不正行為、反社会的組織と
関係、METIから補助金交付等休止措置・指名停止措置中
→全額没収

• 出力減少(20%未満) →減少分相当没収
※没収免除となる不可抗力事由
• 公共事業等による落札に係る再エネ発電設備の設置場所の収用
• 激甚災害の指定を受けた災害による直接の被害
• 戦争等の武力行使による直接の損害

(参考)FITの運転開始期限
• 太陽光(10kW以上)：３年(環境アセス込みで5年)
• 風力：４年(環境アセス込みで８年)
• 地熱：４年(環境アセス込みで８年)
• 中小水力：７年
• バイオマス：４年



（参考）火力電源入札（価格競争方式 or 総合評価方式）

20出所：新しい火力電源入札の運用に係る指針（6次改定案）



オークション方式

⚫ 落札電源を決定するオークション方式は、以下の通り、「シングルプライス・オークション」や「マルチプ
ライス・オークション」が考えられる。

⚫ 本制度措置は、様々なコスト構造・特性を有する電源種混合の入札であって、「初期投資に対し、
長期的な収入の予見可能性を付与」することを目的としていることを踏まえれば、入札事業者が投
資回収に資する価格で応札し、その価格が落札価格となるマルチプライス・オークションを採用する
ことが適切ではないか。

21

電源投資を促す制度におけるオークション方式

シングルプライス・オークション マルチプライス・オークション

⚫ 容量市場 ⚫ みなし小売り電気事業者による火力入札



１. 入札価格の在り方
２. 調達方式
３. 制度適用期間
４. 本制度措置の運営主体
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制度適用期間について（考慮すべき要素）

⚫ 本制度措置は、「電源種混合での入札を実施し、落札案件の容量収入を得られる期間を複数年
間とする」方向で検討をすることとしているところ。

⚫ 脱炭素化された電源の拡大を図るという本制度措置の目的に照らせば、制度適用期間は、以下の
点を踏まえて設定する必要があるのではないか。

➢ 発電事業者に投資回収の予見性を付与するに必要な期間（事業計画や耐用年数と整合
的）であること

➢ 国民負担の平準化のためには、一定の長期間とすべき

➢ 金融実態を踏まえ資金調達が可能な期間であること（※）

（※）FIT制度における中小水力の調達期間は、金融実態を踏まえ、法定耐用年数より短い20年に設定。

⚫ また、本制度措置は、様々なコスト構造・特性を有する電源種混合の入札を実施する中で、電源
間の競争を促進していく必要があるが、電源間の公平性や制度全体の効率性を高める観点を踏ま
えて検討することとしてはどうか。
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（参考）過去の会合で頂いたご意見

第9回構築小委員会

15年とかいう期間、もっと長くなるのかもしれませんが、支払額を固定することはとても意味のあることだと思います。さらに、運開までの期間をｘ年と定めて、した
がって、かなり前の段階でもリードタイムの長い電源は対応できるというのはとてもいい提案だと思いますが、これはその事業者がぜひ選べるようにしていただきたい。
例えば、標準的には８年となったとしても、条件がよくて６年でできるケースでは６年前から参加して、その時点から15年間固定できるとかという、柔軟な対応が
許される制度設計にしていただきたい。

（参考）平成２４年度調達価格及び調達期間に関する意見（平成２４年４月２７日調達価格等算定委員会）

４. 中小水力
（４） 調達期間
発電設備の法定耐用年数は２２年であるが、２０年を超える資金調達は金融実態から事実上困難と認められたため、法定耐用年数どおりとすると、資金調
達に支障を来し、事業者の参入が困難となることが危惧された。このため、調達期間としては、法定耐用年数２２年より短い２０年とした。
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（参考）一般的な借入期間について
電力分野のトランジション・ロードマップ
（2022年2月）より抜粋し赤枠を追加



案➀：法人税法上の法定耐用年数を基礎とする 案②：想定稼働期間を基礎とする

採用例
FIT・FIP制度や火力入札制度で採用。
実際には、15年や20年などと設定

発電コスト検証で採用。
太陽光は25年、アンモニア・水素などは40年

評価

○ 金融実態を踏まえた期間となり、資金調達がし易
い

○ FIT・FIP制度や火力電源入札制度など、他の新
規投資制度と整合的

△ 案②と比較すると、短期間での投資回収となるた
め、相対的に世代間負担の公平性が確保されに
くい

○ 案①と比較すると、制度期間が長いため、相対的
に世代間負担の公平性が確保されやすい

○ 長期間の運転が確保されやすい
△ 20年超の長期間となり、資金調達の観点から懸
念あり

制度適用期間について（基礎的な考え方）

⚫ 制度適用期間を設定する上での基礎的な考え方については、

➢ 案①：法人税法上の法定耐用年数を基礎に設定する方法

➢ 案②：想定稼働期間を基礎に設定する方法

が考えられる。

⚫ 本制度措置の趣旨・目的から、他の新規投資制度と同様、一般的に想定される投資回収期間や
資金調達の観点を踏まえ、案①を採用することとしてはどうか。
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全電源種共通 電源種別

考え方 全電源種共通の期間を一律に適用
電源種別の期間（主要設備の法定耐用年
数）を一律に適用

評価
○全電源種共通であり、制度設計がシンプル
となる

△「想定稼働年数が長く、法定耐用年数が短
い電源種」の制度適用期間が短くなり、「想
定稼働年数が短く、法定耐用年数が長い電
源種」の制度適用期間が長くなり、公平性に
課題

制度適用期間について（具体的期間）

⚫ 以上の基礎的な考え方を前提として、制度適用期間を検討するにあたっては、更に、全電源種共通
とするか否かといった論点を検討することが必要。

⚫ この点については、以下の評価を踏まえ、「全電源種共通」とすることとし、その期間は、FIT・FIPでも
多くの電源種の制度適用期間となっている20年を基本とすることとしてはどうか。

⚫ なお、その上で、20年よりも長期又は短期の適用期間を希望する事業者が存在する場合、以下
の観点を踏まえ、事業者の任意に委ねることについて、どのように考えるべきか。

➢ 落札した脱炭素電源の長期稼働を促す観点

➢ 国民負担の平準化の観点

➢ 資金調達の柔軟性の観点

※上記は新設・リプレース案件の制度適用期間であり、既設改修案件の取り扱いについては、別途検討予定。
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（参考）制度適用期間に関する参考情報
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＜基本政策分科会に対する発電コスト検証に関する報告(令和3年9月)における2030年の電源別稼働年数＞

石炭
火力

LNG
火力

原子力 陸上
風力

洋上
風力

太陽光
(事業用)

太陽光
(住宅)

小水力 中水力 地熱 バイオマ
ス(専焼)

40年 40年 40年 25年 25年 25年 25年 40年 40年 40年 40年

※アンモニア専焼は石炭火力同様に40年、水素専焼はLNG火力同様に40年にて設定。

＜FIT・FIP制度における制度適用期間＞

太陽光
（事業用）

太陽光
（住宅）

陸上風力 洋上風力 水力 地熱 バイオマス（専
焼）

20年 10年 20年 20年 20年 15年 20年

＜法人税法上の法定耐用年数（発電機などの主要設備）＞

石炭
火力

LNG
火力

原子力 陸上
風力

洋上風力 太陽光 水力 地熱 バイオマス
（専焼）

15年 15年 16年 17年 17年 17年 22年 15年 15年

出所：経済産業省HP※陸上風力・水力・地熱のリプレースも上記と同じ期間

出所：国税庁HP

（７）供給期間
発電事業は巨額の投資を伴う事業となり確実な資金回収が必要であることや、入札実施会社の長期的な供給計画を担う電源として確保することから、長期契
約ができる必要があるが、一方、長期契約では状況変化に柔軟に対応することが困難であること、卸電力市場の流動性が低下すること等のデメリットも考えられる。
こうした状況を踏まえ、供給期間は１５年間を原則としつつ、応札者の希望があれば１５年未満又は１５年を超える期間の応札も可能とする。なお、供給期
間の異なる電源の評価において公平性、透明性を担保する観点から、評価の方法を事前に公表することが適当である。

＜新しい火力電源入札の運用に係る指針＞
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（参考）海外の容量市場の契約期間
持続可能な電力システム構築小委員会

第二次中間とりまとめ（2021年8月）より抜粋



１. 入札価格の在り方
２. 調達方式
３. 制度適用期間
４. 本制度措置の運営主体
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⚫ 本制度措置は、「複数年間の容量収入を確保することで、初期投資に対し、 長期的な収入の予
見可能性を付与する方法」として検討を進めていることから、現行容量市場の運営主体である広
域機関が、本制度措置における運営主体として、一定の役割を果たすこととしてはどうか。
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本制度措置における広域機関の役割について

第6次エネルギー基本計画（抜粋）
５．２０５０年を見据えた２０３０年に向けた政策対応
(１１) エネルギーシステム改革の更なる推進
①脱炭素化の中での安定供給の実現に向けた電力システムの構築に向けた取組
電源への新設投資が停滞する中、当面は、供給力や調整力を火力発電で賄う必要があるものの、将来的には、水素・アンモニア・CCUS/カーボンリサ
イクル・蓄電池といった脱炭素電源等により、供給力や調整力を確保する必要があり、電源のリードタイムも踏まえると、足下から新設投資を促していくこと
が重要である。そのため、２０５０年カーボンニュートラル実現と安定供給の両立に資する新規投資について、複数年間の容量収入を確保することで、
初期投資に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する方法について、詳細の検討を加速化していく。

電力システム改革貫徹のための政策小委員会
第3回（2016年12月9日）資料3


